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5３ 

途上国のオーナーシップと援助効果
一タイ「東部臨海開発計画」の事例一

(比較経済研究所）下村恭民

とって最も重要なドナーである）が関与していた

が、これらドナーとタイ政府の間には、しばしば、

計画の進め方についての意見の相違や対立が生じ

た。また、タイ政府内部にも計画の評価をめぐっ

て激しい論争があった。その結果、いろいろな形

で計画の見直しが行われたが、後述するように、

計画の変遷のプロセスを総合的に見ると、タイ政

府の状況判断と意思決定は基本的に適切なもので

あり、恐らく世界銀行や日本政府よりも的確なも

のであったと判断される。東部臨海開発計画のよ

うに巨大な規模と複雑な内容をもち2)、産業構造、

輸出構造、地域経済構造の転換という戦略的な開

発テーマに関わる事業のマネジメントは、途上国

にとって非常に困難なものであると思われるから、

東部臨海開発計画に関するタイ政府のパフォーマ

ンスは高く評価される。

どのような要因がタイ政府の適切なマネジメン

トを可能にしたのだろうか。これが本稿のテーマ

である。この点の分析を通じて、援助効果を確保

するための教訓がえられるとともに、３０年以上に

わたってタイ経済に安定した高成長を持続させた

要因、とくに政治経済学的側面も浮き彫りになっ

てくると思われる。

Ｉはじめに－目的とアプローチ

本稿の目的は、援助が所期の効果を上げるため

に必要な途上国側の主体性（Ownership）のあり

方について考察することである。1980年代にタイ

政府が日本の経済援助によって実施した大型臨海

工業地帯の建設計画である「東部臨海開発計画」

(EastemSeaboardDevelopmentPlan）の経験を

事例として取り上げたい｡'）

途上国は、厳しい環境の下で生活水準の改善の

ために努力しているが、それを支援するための援

助が有効な役割をはたすためには、しばしば指摘

されるように、資金や技術の移転をはかるだけで

は不十分であり、それに加えて途上国、ドナーの

双方に一定の条件の充足が求められる。これまで

の多くの研究は、途上国の政策の適切さとならん

で主体性、制度能力などの要因が重要であること

を指摘している。かりに援助対象事業の計画内容

が優れたものであっても、途上国側の事業実施の

意欲が十分に高くなければ、また、実施を担いう

る水準まで途上国側の実施体制が整備されていな

ければ、援助は所期の効果を上げえないからであ

る。

ただ、途卜国側の主体性や制度能力と援助の有

効性との間の関連は、十分に解明されたとはいい

がたく、規範的・抽象的な問題提起に終わってい

る例が多いことは否定できない。この現状を克服

していくためには、具体的な事例の研究を数多く

積み重ねることによって、「途上国側の主体性や

制度能力が援助の有効活用をもたらすメカニズム」

を明らかにすることが有効であろう。

このような視点に立つと、タイ東部臨海開発計

画をめぐる経験は、多くの情報を与えてくれる貴

重な珈例といえる。この計画については、初期の

段階から、世界銀行と日本政府（いずれもタイに

Ⅱ東部臨海開発計画の概要と背景

東部臨海開発計画は、西方と南方でシャム湾に

面したバンコク東南の沿海部のチャチェンサオ、

チョンブリ、ラヨンの３県にまたがって、地域総

合開発を行うものである。その中核は、マプタプ

ットとレムチャバンという、深海港を持った二つ

の工業基地で、計画はシャム湾に産出する天然ガ

スをベースとした重化学工業（マプタプット地

区)、輸出志向型の労働集約的軽工業ルムチャ

バン地区)、観光事業（パタヤ地区)、それを支え
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る港湾、道路、鉄道、ダム、送水管などのインフ

ラ群などから構成されることとなっていた（区1￣

l)。

1970年代後半に全体計画の基本コンセプトが形

成され、1982年にマスター．プランが固まったこ

の計画に期待されたのは、当時のタイ経済が直面

していた二つの基本問題を解決するための主役と

しての役割であった。第一は、1982年から開始さ

れた第５次５カ年計画が中心テーマとして掲げた工

業開発、すなわち農業から工業への主力産業の転

換、および主力輸出商品の一次産品から工業製品

への転換であった。第４次５カ年計画（1977-81

図１東部臨海開発計画の主要プロジェクト地図
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地区の輸出志向型工業との組み合わせによる、本

格的な臨海工業地帯の形成と地方開発を実現する

のが狙いであった。

年）から政策課題としての工業化が重視されるよ

うになったが、この背景には、非産油国であるタ

イが、1970年代に二度にわたって発生した石油危

機によって国際収支に打撃を受け、さらに、それ

に続いた一次産品国際市況の低迷の下で交易条件

の著しい悪化に悩まされていたためである３１。この

ような状況の下で、タイ政府は、輸出志向型工業

の育成と国内エネルギー資源の活用によって対外

交易条件を改善し、外貨節約を行って、国際収支

を安定させることを強く指向するようになってい

たｂこの面でのタイ政府の努力は、すでに第４次５

カ年計画の期間中にかなりの成果を上げつつあり、

ＧＤＰに占める農業と工業の比率は1970年代の

後半に逆転していた。また、1970年に輸出の3分

の２を占めていた一次産品（米、メイズ、タピオ

カ、ゴム、スズなど）の比重は、1980年には約５

割に低下した（さらに1985年には3分の１まで低

下する)。これは、繊維、雑貨などの労働集約型

軽工業品への蛎換が進み始めたためである4)。タ

イ政府のねらいは、この基調をさらに促進するこ

とにあった。

基本問題の第二は、経済活動のバンコクー極集

中を緩和するための地方分散であった。タイ政府

は経済発展の過程で顕在化した地域格差、とくに

都市と農村の格差の拡大を憂慮し、とくに第３次

５カ年計画〈1972-76年）から、農村部の生活

水準引き上げのための農村開発を重点政策課題と

して強調し、わが国からの援助も、地方部への重

点配分がめだっていた。ただ、経済論理に沿えば

経済活動のバンコクー極集中は不可避であり、決

め手になるような有効な対策がとれないまま推移

してきたことは否めない。その一方で、バンコク

では交通渋滞、大気汚染、運河の水質汚濁などに

象徴される一極集中の負の側面が急速に深刻化し

つつあった。

シャム湾における天然ガス田の発見は、上記の

ような二つの重点課題の解決に資するため、東部

臨海地区に工業基地を建設しようとする構想のき

っかけとなった。1973年と1977年に商業ベースに

乗るガス田が発見され、ガス田と東部臨海地区を

結ぶ425kｍの海上パイプラインの敷設が着手され

た。これにより、パイプラインの上陸地点である

マプタプット地区の重化学工業と、レムチャバン

Ⅲ計画の変遷-1985年１０月まで

１基本計画の形成

1980年12月にタイ政府は東部臨海地区工業化

の体制整備に乗りだし、プレーム首相（PremTirT

sulanonda,この年の３月に首相に就任したばかりで

あった）を責任者とする委員会（CDBIS,The

ComitteetoDevelopBasicIndustriesontheEasb 

emSeaboard）を設置した｡翌81年３月には、この

地域の重工業化開発戦略（｢アナット（AnatArb

habhirama）報告｣）が完成した。アナットはシン

クタンクＴＤＲＩ（ThailandDevelopmentResearch

lnstitute）の所長であった。なお、1981年６月に

は、ＣＤBISが改組されて「東部臨海開発委員会」

(ESDC,EastemSeaboaldDevelopmentComittee） 

となり、プレーム首相がひきつづき委員長をつと

めた。そして、1981年１０月には、第５次５カ年計

画に東部臨海開発計画が対象事業として採択され

た。

これ以前に、東部臨海地区の開発につながるい

ろいろな動きが出ていたが、東部臨海開発計画の

中核コンセプトにつながる結果となったのは、オ

ランダの港湾コンサルタントNEDECO社によるレ

ムチャバン港建設の勧告である。NEDECOは、河

川港であるクロントイ（バンコク）港の能力がい

ずれ限界に達することが必至と判断し、代替港と

してレムチャバンを推奨した（1978年)。タイ政

府は、世界銀行の資金援助を要請したが、世銀は

これが過大投資であるという懸念を表明して応ぜ

ず、代わりにレムチャバンの南に位置するサタヒ

ップ港の拡張と活用を勧告し、オーストラリアの

マウンセル社にF/Ｓを開始させた。東部臨海開発

計画をめぐるタイ政府と世銀の間の意見対立は、

この時点ですでに萌芽を見せている。サタヒップ

港は、東部臨海地区がシャム湾に突き出た部分に

位置する天然の良港で、航路としてはレムチャバ

ンとマプタプットの中間にある（図－１参照)。元

来はタイ海軍の軍港で、ここから東北タイに向か

って延びる鉄道とともに、ベトナム戦争の際には
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米軍の軍需物資の補給に重要な役割をはたした。

1981年に入ると、日本政府の東部臨海開発計

画に対する支援の姿勢が本格化した。１月の鈴木

善幸首相のタイ訪問時の協力意向表明に続いて、

５月には大来佐武郎氏を団長とする経済協力総合

ミッション（｢大来ミッション｣）が派遣されて、

資金および技術協力に関する実務的な詰めが開始

された。１１月のプレーム首相の訪日の際にも、日

本政府によって東部臨海開発計画への協力が確認

された。このころから、深海港に関する日本人専

門家が相次いでタイに派遣されたが、彼らの活動

の焦点になったのは、マプタプット港の技術的フ

イージビリティーの確認であった。1982年５月に

は、ＪＩＣＡがマプタプットを対象とする「東部臨海

工業港開発計画」のF/Sを開始している。当初

は、漂砂による港湾埋没の恐れ、海底の岩盤の掘

削の困難さ、外洋に面していることによる強い風

波の影響などが懸念され、マプタプットでの深海

港は無理であるとの意見が有力であったが、日本

人専門家による精査の結果、問題の克服が可能と

の結論が得られた。この助言をも踏まえて、１９８２

年11月に、タイ政府はレムチャバン、マプタプッ

ト両港の建設を決定した。

他方、タイ政府は世銀と英国政府の資金支援を

えて、クーパース・リブランド社に東部臨海開発

計画のマスタープラン作成を依頼していた（１９８１

年）が、その報告書の中間報告が、1982年７月に

国家経済社会開発庁（NESDB）によって発表さ

れ、総投資額は45億ドル（1981年価格）と見積

もられた。このマスタープランが、その後の東部

臨海開発計画の骨格を形成するが、このころには、

世銀は、タイのマクロ経済運営の観点から、この

計画に対して以前よりもさらに慎重な姿勢を強め

つつあったし、タイ国内にも同様の見方が勢力を

増していた。

印）によって建設され、1984年12月に試運転が

行われた。これに続いて、天然ガスを利用する各

種の石油化学プラントの事業計画が進められた。

メタン・ガスの利用による肥料工場については、

政府と民間の合弁によって1982年１１月に設立さ

れたＮＦＣ（NationalFCrtilizerComoration）が国
際競争入札を行い、1984年７月の開札の結果、丸

紅・千代田化工グループと伊藤忠・三井造船グル

ープがレター・オブ・インテント（L･I）を受け
た。

他方、タイ経済は不利な国際経済環境の下でマ

クロ不均衡に悩まされ、その結果、第５次５カ年

計画の発足時にくらべて東部臨海開発計画を推進

するモメンタムが明らかに低下していた。このよ

うな情勢を背景として、1985年秋には、この計画

に対する批判派の声が一気に高まり、東部臨海開

発計画はタイの国論を二分する論争テーマとなる

のだが、この時の激しい意見対立がなぜ起きたの

かを理解するために、当時のタイ経済の状況を概

観しておきたい。

タイ経済は、1960年代以降の長い期間にわたっ

て高度成長と物価安定を両立させてきたが、１９８０

年代半ばのタイは、経済の前途についての悲観的

な見通し一色に榎われていた。この点では、タイ

政府も世界銀行も基本的に同じ見解であった。当

時の雰囲気を知るために、1986年６月に発表され

た世界銀行の「カントリー・エコノミック・レポ

ート」の冒頭部分を引用してみよう。報告書の書

き出しはタイ経済の現状を次のように総括してい

る。

タイ経済は、引き続き、主として不利な外的

条件によってもたらされた深刻な国内・国際

不均衡によって特徴づけられている｡.．…．

短期的な安定化の必要性への対応に失敗すれ

ば、海外からの金融が減少し、憤務支払いが

危機に陥るだろう。その結果、他の途上国で

生じたような実質所得の低下、貧困の増加、

外国への従属が生じるだろう。政府は、その

ような状況を回避するために必要な政策手段

をとる決意を表明している｡5１

1980年代に入ってからのタイのマクロ経済指標

の推移は、表－１に見る通りである。年率5パー

セント前後の水準を維持していた経済成長率は相

２タイ経済の悪化と東部臨海開発計画に対する

批判勢力の台頭

1983年から1985年秋にかけて、東部臨海開発

計画は順調に進捗しつつあるように見えた。１９８１

年９月に天然ガス・パイプラインの敷設工事の完

了にともない、マプタプット地区で天然ガス分離

プラントが特別円借款（1982年７月に融資協定調
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対的に良好なパフォーマンスといえたが、問題は

マクロ不均衡の顕在化であった。投資・貯蓄ギャ

ップが5パーセント前後に達し、貯蓄率の低迷が

投資の回復、したがって潜在成長力を制約してい

た。これに対応する形で、経常収支赤字の対ＧＤ

Ｐ比率が５パーセント前後の水準から改善せず、

その結果、債務指標が悪化を続けていた。1980年

には１７．３パーセントにとどまっていたデット・サ

ービス・レシオが、1985年に26.1パーセントとな

り、警戒水準とされた20パーセントを超えて危険

水準の30パーセントに迫ったことは、タイが「第

二のフィリピン」になるという可能性を示すもの

としてタイ国内に大きなショックを引き起こした。

二度にわたる平価切り下げの影響（Ｊカーブ効果）

もあって、輸出の伸びも（ドル建てでは）低迷し、

経済社会全体に閉塞感が強まっていた。

先に引用した報告書が示すように、世界銀行の

当時の診断では、タイ経済の不振は基本的に国際

環境の悪化によるものであった。当時の多くの非

産油国がそうであったように、タイ経済も、1970

年代に二度にわたって発生した原油価格の高騰、

それに続く世界的なスタグフレーション、国際金

利の上昇、そして一次産品国際価格の低下によっ

て国際収支への悪影響を受けていた。そして、多

くの途上国と同じように、外貨繰りへの外的ショ

ックを乗り切るために、タイ政府は1982年５月と

1983年６月に世界銀行の「構造調整融資」（SAL，

StructulalAdIustmentLending）を受けた。榊造

調整融資の下で、タイ政府は、緊縮的な財政金融

政策をとる一方で、1981年と1984年にバーツ切

り下げを実行した6)。とくに1984年の平価切り下

げは、これによって兵器購入に関する為替差損が

生じることを嫌うアーチット陸軍司令官（Arthit

Kamlangek）の強硬な反対にもかかわらず実施さ

れたもので、中央銀行の独立性を国際的に鮮明に

印象づける出来事であった。1990年代になってか

ら作成された構造調整融資のレビューの中で、世

界銀行は、タイを五つの成功例（topperfOrmers）
の一つとして賞賛したが？)、1980年代半ばには、

そのような評価はまだ見られず、タイ経済の前途

については悲観論が支配的であった。

1986年のカントリー・エコノミック・レポート

で、世界銀行は、タイ経済の前途を大きく左右す

る国際環境の将来見通しについて、「1970年代の

ような高成長を回復する希望は持てないものの、

多くのタイ人が考えるほど暗い状況ではない」と

述べて、タイの関係者の将来見通しが過剰に悲観

的になっていたことを示唆した８１。この悲観論の広

がりが東部臨海開発計画に関する論議にも大きな

影響を与えたのである。なお、この時点では、

1985年９月の「プラザ合意」（ドル高是正のため

に先進５カ国が協調介入に合意）のタイ経済にと

ってのポジティブな意味は、まだ全く実感されて

いなかった。世界銀行の1986年の報告書にもプラ

ザ合意や、直接投資の波の高まりの予兆に関する

特段の言及は見られない。

このような状況の下で、タイ政府は対外借入枠

を、1984年の16億ドルから10億ドルへと厳しく

圧縮することを決定していた。

Ⅳ計画の変遷-1985年１１月以降

１「三閣僚委員会」による計画の見直し

1985年11月１３日に、タイ政府は「すべての大

型プロジェクト、とくに東部臨海開発計画関連の

事業を４５日間凍結し、その間に優先順位に関す

る徹底的で包括的な見直しを行う」ことを発表し

た'１。この作業のために三人の閣僚による委員会

が設置され、座長にスリー首相府大臣（Suli

Mahasandana)、メンバーにミーチャイ首相府大

臣（MeechaiRuchupan)、スティー大蔵副大臣

(SutheeSmghasaneh）が指名された。スリーは、

後述するようにプレーム首相の最も信頼のあつい

側近であり、ミーチャイは法律の専門家、スティ

ーは、首相府予算局長を長く務めたあと現職に転

じた経済テクノクラートであった。なお、「信頼す

べき筋」からの情報として「東部臨海開発計画は

三年間凍結される方向」との報道もなされた'0)。

「緊縮財政派によるクーデ・ター」と評され

たこの動きは、多くの人々に驚きをもって受け取

られた。１０月にタイ政府が日本の海外経済協力基

金（OECF）との間で「レムチャバンエ業団地建

設事業」「マプタプットエ業港建設事業」「マプタ

プットエ業団地建設事業」など、東部臨海開発計

画の中核プロジェクトについて融資協定を調印し、

10月３１日にこれが閣議承認されたばかりだったか
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らである。スノーNESDB長官（SnohUnakl）が

プレーム首相に覚え書きを送って、「東部臨海開

発計画を含む対外借り入れ対象事業を見直すため

の“中立的な”チームの設置」を訴えたのは、閣

議承認の翌日の11月１日であったとされている､)。

スノーは、大蔵省が経済関係閣僚会議（theCoun‐

cilofEconomicMinistems）に提出した10月28日

付けの報告書が、危機的な対外債務見通しを示し

ていた懸念を強め、覚え書きを首相に送ったのだ

といわれる'2)が、この報道は、「なぜスノー長官が

閣議承認に反対しなかったのか」という疑問には

答えていない。その一方で、「予想された動きだっ

た」との見方もあった。９月２４日にプレーム首相

がテレビで演説し、「大型プロジェクトのカット」

に言及した経緯があるからである'31．これらの錯

綜した事実関係は、積極財政派（開発担当のテク

ノクラート）と緊縮財政派（マクロ経済担当のテ

クノクラート）の間に、水面下の激しいつばぜり

合いがあったことを示唆するものであろう。

いずれにしても、見直しのための閣僚委員会の

責任者としてスリーが起用されたことは、「ただご

とでない事態」という印象を与えるものであった。

スマートで冷静なスリーが、プレム首相の最も信

頼する側近で、困難なトラブル・シューティング

を担当することで知られていた人物だったからで

ある。スリーとプレームの密接な関係を見るため

には、時計の針をこの時点から50年ほど戻さなけ

ればならない。

プレームは、1920年８月、南部タイの古い港町

ソンクラに生まれた。彼の父は刑務所の刑務官で

あったが、下級公務員の8人の子どもの一人であ

ったプレームにとって、高校に進むという瞥沢は

許されていなかった。しかし、プレームの際だっ

た英才ぶりを惜しんだ小学校の担任が日参して両

親を説得し、結局、プレームは、バンコクの知人

の家に住み込んで働きながら高校に通うことにな

った。このあたりの経緯は、戦前のわが国の立志

伝中の人々のケースに通じるものがある。バンコ

クに出たプレームは、首尾よく難関といわれた公

立学校の一つに入学することができた。この学校

は、チュラロンコン大王が、下級公務員の子弟の

英才教育のために設立したものであった。この二

年制の高校の同級生で生涯の友となったのが、（

ンコク出身のスリーである。彼らが15才の時のこ

とであったM)。スリーの起用は、東部臨海開発計

画の取り扱いが高度な政治問題となったことを示

唆していた。

２世界銀行の提案

三閣僚委員会による検討が進められている間に、

事態は新しい展開を見せた。世界銀行の介在が表

面化したからである。１１月２８日の現地英字紙は、

タイ政府による見直し発表前の11月６日に、世界

銀行のバンコク事務所長ハーマンズ（QuUlHeP

mans、本件落着の直後に退職しボツワナ中央銀

行総裁となる）がスノーNESDB長官に書簡を送

り、「1986年から1990年の期間における投資計画

からマプタ・プット、レムチャバン両港を削除す

る」ことを助言したことを報道した'5)。この記事

は、東部臨海開発委員会事務局のリークに基づい

て書かれたことが明らかで、世界銀行の提案内容

の非現実性を浮き彫りにすることを主眼にしてい

る。推進派による巻き返しが始まったわけである。

世界銀行の提案の趣旨は、以下のようなもので

あった。「マプタ・プット、レムチヤバン両港につ

いて、計画された交通量が見込めず、したがって

所期の経済性が望めないので、両港の建設計画を

1986-90年の投資対象から外し、それに代えて、

既存のサタヒップ、クロントイ（バンコク）両港

の能力増強で対応するべきである｡」というもので

あった'６１。なお、世界銀行は、NFC肥料工場につ

いては特に問題提起していない。また、東部臨海

開発計画についてもコメントし、「全体計画の予

想収益率は9.7パーセントにすぎず、資本の期待

費用であるカット・オフ。レイトの12パーセント

を下回っているので、経済的に見てフィージブル

でないこと。地方分散や雇用創出などの期待され

ているような効果はそれほど望めないこと。資金

需要が巨大で、国内での資金負担や対外借入の必

要が大きいため、タイ経済が直面している貯蓄・

投資ギャップをさらに悪化させる結果になること｡」

を述べている'7)。

報道されたハーマンズ書簡の内容は、７カ月の

ちに発表された世界銀行の「カントリー・エコノ

ミック・レポート」（1986年６月）の第６章の一部

とかなりの共通点を有しており'8)、ドラフト段階
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のレポートがハーマンズ書簡という形をとってタイ

政府に提示されたと見るのが妥当であろう。計画

全体の効果に関する世界銀行の懐疑的な姿勢は、

すでに1983年の報告書に示された見解と同じであ

る。世銀レポートは、また、1986-88年の期間

は、タイの資金ポジションがきわめて逼迫する時

期なので、東部臨海開発計画の実施スケジュール

を調整することが有効であると指摘している'９１゜

ここで、世界銀行の提案の中核となる点を再確

認しておきたい。第一に、「マプタプット、レムチ

ャバン両港の建設に代えて、（少なくとも中期的

には）バンコク、サタヒップの既存両港の能力増

強で対応する｡」第二に、「1986-88年の期間中

は、できるだけこの計画への投資を繰り延べる｡」

なお、世界銀行の1986年の上記報告書は、ＮＦＣ

肥料工場の経済的収益率を、世銀グループの国際

金融公社（IFC）の審査結果に沿って14パーセン

トであるとし、フイージプルと判定していた｡20）

た。その意味では、東部臨海にとって“青信号,，

が点灯されたといえる。しかしながら、閣議決定

の内容を検討すると、この決定が、同時に、全体

計画の実質的な大幅延期を指向していたことが分

かる。

当時、バンコクで東部臨海開発計画に関心を持

っていた人々の認識は、全体計画の中で、最も問

題含みの部分がNFC肥料工場だという点で一致

していた21)。そのNFC肥料工場には何の条件も付

けずに事業実施を認めたが、その背景にNFCの実

施は種々の障害によって停滞せざるをえないとの

見通しがあったと想定するのが妥当であろう。こ

の観点からすれば、マプタプット港を「最も弱い

環」であるＮＦＣとリンケージしたことは、それに

よってマプッタ地区の事業の実施を事実上の足止

めの状態としたことを意味する。そして、この時

のタイ政府の明確な意図を示すのが、相対的に問

題の少ないレムチャバン地区のプロジェクトを、具

体的な理由を示さないまま実施延期とした点であ

る。レムチャバン地区の事業は、大きな難点を指

摘することが難しく、自然体のままであれば順調

に進展する可能性が高かった。これらの点から、

｢東部臨海開発計画の原型を維持しながらも、実

施時期はできるだけ先送りする」という点にタイ

政府の意図があったと見ることができる。

３タイ政府の決定

1985年も押し詰まった12月２４日に、スリー以

下の三閣僚が提出した見直し方針案が閣議によっ

て承認された。閣議決定の概要は以下の通りであ

る。

a）ＮＦＣ肥料工場一実施を承認。とくに付帯

条件なし。

b）マプタプット港一実施を承認。ただし、円

借款のコミットメント（発効を指すものと思わ

れる、筆者注）は、NFC肥料工場プロジェク

トに関する円借款の融資協定の調印を条件と

する。

c）マプタプットエ業団地、レムチャバン港、レム

チャバンエ業団地、ノンコー・レムチャバン送

水管一実施を承認。ただし、円借款のコミ

ットメントおよび使用は延期する。その理由

は、現時点での事業実施が不適当な事業が含

まれているためである。

この決定で明確となったのは、世界銀行が提案

した代替案ルムチャバン、マプタプット両港の

建設は大幅に延期し、バンコク、サタヒッブ両港

の能力増強で対応する）が採用されなかったこと

である。いいかえれば、東部臨海開発計画を、当

初の骨格を維持しながら実施することが確認され

４その後の展開

その後の東部臨海開発計画をめぐる動きは、基

本的に1985年12月24日のタイ政府の決定の枠の

中で進んだといえる。以下に、レムチャバン港・

工業団地、マプタプット港・工業団地、ＮＦＣ肥

料工場という三つの主要な構成要素について、そ

の後の推移をレビューしたい。

（１）レムチャバン港・エ業団地

東部臨海開発計画の実施が実質的に凍結状態に

陥っていた1986年９月に、大来佐武郎元外相を団

長とする日本政府ミッションがタイを訪問した。

その際、スノーNESDB長官は、ルムチャバン港

と工業団地は、輸出志向型の中小企業関連であり

特に問題がないし、日本など為替が切り上がった

国々からの直接投資の受け皿としてもニーズが大

きい」と述べて、近日中に実施が解禁になるとの

見通しを示した型)。これは、東部臨海開発計画を
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（表－１）1980年代前半のタイのマクロ経済指標

１９８０１９８１１９８２１９８３ 

経済成長率％５．８６．３４．１５．８

農業％１．９６．８10３．８

製造業％４．８６．４４．４７．３

粗投資/GDP％２７．２２４．７２１．０２３．０

粗貯蓄/GDP*％２３．０２０．６１８．９１８０

貯蓄・投資ギャップ％‐4.2‐4.1‐2.1‐5.0

財政赤字/GDP％３．２５．８４．１

輸出増加率％２３．２７．０‐1.0‐7.7

経常収支赤字/GDP％６．２７．１２．７７．２

交易条件１００８７７９８５

対外債務億ドル８１１０１１１３l32

DebtSewiceRatio％１７．３１７．４１８．９２２．９ 

消費者物価上昇率％１９．７１２．７５．２３．８
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(注）1985年は暫定値、消費者物価上昇率は１－９月

めぐる環境が好転しはじめたことを物語るもので、

スノーの予測どおり、1986年10月１５日の東部臨

海開発委員会は、レムチャバン港の事業実施にゴ

ーサインをだした幻)。これによって、レムチャバン

地区の事業群は最終的に実施の軌道にのり、これ

以降、大きな障害はなくなったのである。

タイ側の変化をうながした最大の要因は、プラ

ザ合意の円高効果が顕在化するとともに増加しは

じめた日本からの直接投資である。変化が現れた

のは1986年の後半になってから、つまりプラザ合

意から－年ほど後のことである割)。1986年10月

に、タイ投資委員会（BOI）は、「７月に日本から

の大型投資案件の申請があり、その結果、1986年

１－７月の日本からの投資申諦額が対前年同期比

で47パーセントの急増となった」と発表した。９

月にバンコク日本人商工会議所が行った日系企業

に対する景気動向調査の結果でも、「新規投資を

考慮中」と答えた企業が57パーセントとなり、２

月の調査時点の48パーセントから上昇した25)。こ

のころから、タイ経済は明らかに上向きに転じは

じめ、テクノクラートの関心も直接投資受け入れ

のためのインフラ不足の懸念へと向くようになっ

たのである。

（２）マプタプット港・工業団地

レムチャバンの場合と異なり、マプタプットを

めぐる環境はなかなか変化しなかった。前述の大

来ミッション来訪時に、スノーは、「NFC肥料工

場以外のプロジェクトは、マプタプット港がなく

とも支障なしに運営できるので、マプタプット港

の建設が必要かどうかはNFC肥料工場が実現する

かどうかによる」との見解を述べている鰯)。つま

り、この地区での重化学工業の発展可能性をほと

んど考慮せず、マプタプット港はＮＦＣ肥料工場

のための港湾であるという、きわめて狭いスコー

プで位置づけたわけである。

1987年２月になって、東部臨海開発委員会はマ

プタプットエ業団地の建設に関する国際競争入札

の実施を、実施機関であるタイエ業団地公社

(IEAr,theIndustrialEstateAuthorityofThailand） 

に指示することを決定した27)。この方針変更の背

景について、当時、計画推進の中核的役割を担っ

ていたサウィット東部臨海事務局長（SavitPhoth‐

ivihok,現在、首相府大臣）は、現地英字紙のイン

タビューに答えて、マプタプットエ業団地に立地
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するＮＰＣ(NationalPetrochemicalComomtion）

の工場建設が軌道に乗ったことが好材料となった

と述べている銘)。こうして、工業団地に入居する

大型プロジェクトが軌道にのり、タイに対する直

接投資の増加が進んだことは、マプタプット港に

関する論議の流れを徐々に変える方向に働きはじ

めた。

1988年１月に、タイ政府は、マプタプット港の

事業実施の凍結を正式に解除し、一年後の1989

年１月に工事が着工された。三閣僚委員会による

見直しから、すでに三年以上が経過していた。

（３）ＮＦＣ肥料工場

この事業が東部臨海開発計画の中で最も困難

な部分となった背景は複雑であるが、それらを整

理すると二つの主要な要因が浮かび上がる。第一

は、ＮＦＣについてタイの民間部門が好意的でな

く、事業の運営に不可欠な協力が十分にえられな

かったことであるが、その背景には、タイ最大の

企業グループの一つであるバンコク銀行

(BangkokBank）グループの持つ既得権益が関連

していたとされる29)。第二は、事業の収益性に関

する不確定性が大きかったことであるが、とくに、

プラザ合意以降の円高が、コスト増につながって

収益性に大きな負担となったことが見逃せない。

円高は直接投資の急増とタイ経済の活性化を通じ

てレムチャバンやマプタプット地区での凍結解除

に大きく貢献したが、ＮＦＣについては逆に、深刻

なマイナスの影響を与えたのである

ｂ）世界銀行は、国際金融公社（IFC)）の作成

したF/Sの結果に基づいて、一貫してNFCがフイ

ージブルな事業であるとの立場を取っていたが、

同時に、この事業に幾つかの無視できない不確定

要因が伴っていることを認識していた。1986年６

月に理事会に提出されたＩＦＣの報告書は、とく

に肥料の国際価格に関する不安定性を重視してい

る”)。

これに加えて新たな外的条件の変化が発生した、

プラザ合意以後の急激な円高である。表－２に見

るように、1985年６月末に１ドル249円であったの

が、翌1986年３月末には１ドル180円、同年９月

末には154円に変化した。タイ・バーツが実質的

にドルにペッグされており（形式的には主要通貨

のバスケットにリンク)、あまり増価しなかったた

め、バーツは二年ほどの間に円に対して5割近く

減価した。プラントの契約金額が円建てとされて

いたため、円高はバーツ建てプラント建設費用の

増加を通じて生産コストの上昇につながり、収益

性に負の影響を与える結果となった。また、円借

款の返済金額も円建てなので、将来の返済負担に

ついてタイ側に悲観的な心理が強まった。

(表－２） プラザ合意以降の為替レートの推移：ドル、円、バーツ

円（対1ドル）バーツ（対１ドル）円（対1バーツ）

252.527.55９．１７ 

249.027.42９．０８ 

217.026.30８．２５ 

200.526.65７．５２ 

179.626.47６．７９ 

165.026.30６．２７ 

153.626.07５．８９ 

159.126.13６．０９ 

145.825.87５．６４ 

147,025.84５．６９ 

146.425.83５．６７ 

123.525.07４．９３ 

1985年３月末

６月末

９月末

１２月末

1986年３月末

６月末

９月末

１２月末

1987年３月末

６月末

９月末

１２月末

(出所）ＩＭＦ,jntematiDnaﾉFYnancjajStatjSZicS,variousissues
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1986年10月１５日には、東部臨海開発委員会が、

チラユエ業相（ChirayuIsarangkunNaAyutaya）

の反対を押さえ込む形で、「NFCは民間企業であ

り、したがって肥料工場の実施に関わる意思決定

は、政府の手にはなく、ＮＦＣ自身にゆだねられる

べきものである｡」との結論を下した。現地英字紙

の表現によれば、タイ政府は「NFCから手を（日

本流にいえば“足,,を）洗った」のである弧)。政

府の姿勢が消極的な方向に転換した一つの重要な

要因は、NFC事業推進の中核となってきたソンマ

イ蔵相（SommaiHoontrakool）が引退し、ステ

イー副蔵相（1985年末の三閣僚委員会のメンバ

ー）が後任となったことによる大蔵省の姿勢の変

化であった321。

その後も、日タイ両政府間でＮＦＣの実現に向

けた協議が続けられ、木内昭臘臘タイ大使も再三

にわたって東部臨海開発計画、とくにNFC肥料

工場プロジェクトへの支援の意思を表明したが33)、

困難な問題が多いため解決を見ないまま時間が経

過し、結局、ＮＦＣ肥料工場は実現しないままに終

わった。

主的な判断にゆだねる」方針を採用して、

事業の実質的な凍結、廃止に道をひらいた

選択

東部臨海開発計画を分析する際に注意を要する

のは、プラザ合意の帰結としての直接投資の急増

が、事業効果を強力に押し上げた点である。１９８０

年代後半からのタイの経済発展の加速を、直接投

資の急増の結果として説明するミスリーディング

な論議があるように、東部臨海開発計画の成果も、

たまたま直接投資の波が高まった結果であるとい

う主張も予想されうる。そこで、本稿では、「プ

ラザ合意による円高がなかったという仮定のケー

ス」についても、併せて検討したい。

１世銀提案ｖｓタイ政府の選択

まず、港湾建設に関するタイ政府の判断と決定

を評価する目的で、世界銀行の提案とタイ政府の

選択という二つの選択肢を比較してみたい。

（１）レムチャバン港

1987年に、タイ経済は9.5パーセントの成長率

を記録して本格的回復をアッピールし、さらに翌

1988年には成長率が13.3パーセントとなったが、

経済活性化は、バンコク首都圏のインフラ面のボ

トルネックを一段と深刻化させ、投資家は不満と

懸念の声をさらに強めた。

1988年７月のジェトロ・バンコク事務所の報告

によれば、クロントイ（バンコク）港の能力不足

と混雑に対する批判が強まり、６月中旬にプレー

ム首相みずから現場を視察して、早急のクレーン

増強、コンテナヤード建設などを指示するととも

に、レムチャバンにも足をのばして事業の進捗ぶ

りを確認したという。これに先立ち、閣議で「投

資の増加、経済の拡大に対処すべく、インフラ整

備、人材養成等を検討する」よう、関係各省に緊

急指示が出された変)。

クロントイ港の取扱貨物量の70パーセントを占

めるコンテナ貨物は、1986年から年率20パーセン

トを超えるペースで急増し、1988年のコンテナ取

扱量が79万TEU36）に達して、同港の能力（72万

TEU）を超えてしまった。また、1988年４月のバ

ース占有率、待船率は、それそれ80パーセントと

60パーセントを超えた状態であったが（表－３)、

これは、通常の許容レベルとされる64パーセント

Ｖタイ政府の選択に関する評価

援助対象事業としての東部臨海開発計画は全体

として高い評価をえており、1998年に海外経済協

力基金が実施した総合評価の評価結果も、また、

その過程で行われたタイの有識者のインタビュー

の結果も、それを裏書きするものとなっている鍋)。

本稿では、視点を変えて、当時のタイ側の主体性

と制度能力を検証するために、1985年11月以降

の東部臨海開発計画の変遷の中でタイ政府が行っ

た、三つの重要な意思決定の妥当性を検討する。

三つの意思決定とは以下の通りである。

ｉ）世界銀行の提案（当面はレムチャバン、マ

プタプットの両港を建設せず、既存のバンコ

ク、サタヒップ両港の能力増強で対応する）

を採用せず、当初計画のスコープを維持し

て、レムチャバン、マプタプットとも建設す

ることとした選択。

ｉｉ）しかしながら、結果的に両港の着工を大幅

に遅らせた選択

iii）ＮＦＣ肥料工場について、「民間部門の自
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と12パーセントをはるかに上回る水準で、クロン

トイ港の逼迫した状況を示している｡汀）

「レムチャバン港を建設する代わりに、バンコ

ク港にコンテナ処理施設の増強などマイナーな投

資をすれば十分｣381という世界銀行の提案は、現

実の進展によって棄却されたのである。

（表－３）クロントイ港東岸壁におけるバース占有率および待船率

１９８７１９８８ 

，１２１２ 

バース占有率（％）７２６２７９７４

待船率（％）１３１１２７２２

待船平均待ち時間（時間）９６１１１２

３
６
５
 

７
４
 

４
１
４
 

８
６
 

2０ 2５ 

(出所）下村恭民、角川浩二、高橋良晴、小田島健（1990）「タイ・マクロ経済調査報告書
一海外からの直接投資の急増はどのような変化を引き起こしたか｣、海外経済協力基金、ｐ､3６

円高による投資ブームや経済回復がなければ、

このような厳しい状況は回避できただろうか。少

なくとも二つの理由から、クロントイ港を中心と

する海上輸送体系からの脱却は不可避であったと

判断される。第一は、クロントイ港の櫛造的な問

題点である。クロントイは、シャム湾に流れ込む

チャオプラヤ河に沿った河川港で、水路が曲がり

くねっている上に上流から流れ込む土砂で水深が

浅くなっており、寄港する船舶の規模が1万2千

DWT、コンテナ量で650TEUまでに制限されたた

め、世界的なコンテナ化の流れから取り残されて

いた391。第二に、その一方で、コンテナ輸送量は

増加を続け、増加率は1980年代前半の年率16パ

ーセントから1985年には（前述のような経済停滞

にもかかわらず）17.4パーセントに上昇していた。

バンコク船主協会は、年率12パーセントという控

えめな増加率でも1988年にはクロントイのコンテ

ナ取扱能力は限界に達すると予想していたが４０>、

この予測が、経済見通しが最も悲観的だった1985

年のものであることに留意する必要がある。

プラザ合意や直接投資の影響を除いて考えても、

代替港レムチャバンの建設は急務だったことが明

らかで、タイ政府の選択は適切であったと判断さ

れる。

（２）マプタプット港

タイ政府と世界銀行の基本的な見解の相違は

｢サタヒップ港でマプタプット港を（少なくとも数

年）代替できるか」という点にあったが、サタヒ

ップ港の活用は、幾つかの技術的な問題点から制

約されていた。まず、港と工業団地が25キロ離れ

てしまい、臨海工業基地としてのメリットが激減

するという基本的な問題があったが、その他に、

軍港という性格から、出入りのチェックが厳しか

ったことに加えて後背地が限られており、幹線道

路からの数キロの取り付け道路が片側一車線で、

その両側を海軍の保有地に囲まれていて、交通量

が増えた場合の対応の余地が乏しかった。緊急の

場合の例外的な使用はともかく、サタヒップ港を

商業港として恒常的に使用する案は現実的とはい

えない。これは、現地を知る人々の共通の認識で

あった。ｲ]）

前述のように、世界銀行の提案の背景には、

｢マプタプットはNFC肥料工場のための港湾」と

いう認識があり、スノーNESDB長官の発言にう

かがえるように、タイのテクノクラートの一部に

も、この前提が共有されていたが、1986年当時で

も、NFCの他に、NPC、ダウンストリームの低密

度ポリエチレン・プラント（TPE、ThaiPetrc

chemicallndustry、建設済み)、高密度ポリエチ

レン・プラント、ポリプロピレン・プラントなどが

予定されており４２)、「NFC以外のプラントはサタヒ

ップ港を利用する」案は妥当性を欠くといわざる

をえない。

現実には、タイ経済の成長加速と直接投資の急

増によって、マプタプットエ業団地の工業用地

5030ライ（約800ha、１ライ＝0.l6ha）のすべて

が契約済みとなっており、操業中の企業も、１９９１

年の14社から1993年24社、1995年34社、1998
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年48社と順調に増加している⑬)。大半が石油化学

プラントで、若干の鉄鋼製品工場が含まれている。

さらに、隣接する民間工業団地の入居状況も順調

で、たとえば、ヘマラート土地開発（HemaraJ

LandandDevelopment）の場合、2472ライ（約

400Ｍの大半が25社に契約済みとなっており

(1998年９月末現在)、石油化学と鉄鋼製品メーカ

ーが入居企業の中心である")。マプタプット地区

における重化学工業の展開が、港湾施設の存在な

しには、ありえなかったことは明らかで、マプタ

プット港の果たした触媒機能の大きさからみて、

タイ政府の選択は妥当であったといえる。

収支は1988年に黒字基調に転換し、デット・サー

ビス・レシオも劇的なペースで低下したため、東

部臨海開発計画の繰り延べは、少なくとも結果的

には不必要であった。

（表－４）タイの財政収支と債務指標の推移

財政収支／ＧＤＰ債務支払／輸出

1986－４．２％25.4％ 

1987－２．２17.1 

1988０．７13.7 

1989２．９1.4 

1990４．６９．８ 

２着工延期のバランスシート

1985年12月の閣議決定の結果、レムチヤバン、

マプタプット両地区の事業の工事開始に、大幅な

遅延が生じた。この選択の得失をバランスシート

で考えてみたい。

着工延期の主なメリットとされたのは財政支出

と対外債務の圧縮であるが、それほど大きな効果

ではない。便宜上、このメリットを強調する1986

年の世界銀行の報告書をベースに考えると、二つ

の地区について、1987および'988年度に合計151

億バーツの予算計上が必要とされており鴨)、世界

銀行は、これが公共投資の７ないし８パーセント、

対外借入の20パーセントに相当するとして、その

繰り延べ効果を重視したが、その大半が円借款で

まかなわれる計画だったので、この両年度のタイ

政府の実際の予算負担は比較的小さく、円借款で

カバーされていない部分の予算手当と金利支払

(もし発生していれば）に限定されていたはずであ

る。東部臨海開発計画に対する円借款の標準的な

条件は、返済期間30年（据え置き期間10年）で

あったから、円借款に関して対外借入の影響が顕

在化するのは貸付実行の10年後であり、当面の対

外倹務支払いは、年率3パーセント前後（融資協

定によって若干の差がある）の金利支払いを除き、

円借款以外の債務に限られていた。対外債務負担

に関する当時の論議は、これらの点を十分に踏ま

えておらず、その結果、マイナスの影響を過大評

価する傾向があった。

現実には、タイ経済が1980年代後半に著しく活

性化した結果、表－４に見るように、タイの財政

(出所）経済企画庁「アジア経済1998｣、WanPP・and

BhanupongN.(l99Dopcit 

他方、事業実施延期のコストは大きかった。バ

ンコクー極集中が是正されないまま経済活動の活

性化や直接投資の急増に対応しなければならなか

った影響は多方面にわたるが、とくに、インフラ

のボトルネックの深刻化については、レムチャバ

ン地区の開発が予定通り進んでいれば、ある程度

の緩和が可能であったと思われる。レムチャバン

港は、1991年末からコンテナ処理を開始したが、

融資協定調印時点でのスケジュールでは、1990年

に稼働することとなっていた。クロントイ港の能

力逼迫による混乱ぶりについては既に述べたが、

その他、バンコク首都圏の道路渋滞の一層の悪化

と土地・オフィスの価格急騰は、経済活動の分散

化の遅れによって加速された面が強いからである。

以上を総合的にみると、東部臨海開発計画の実

質的繰り延べが財政や債務管理に与えたプラスの

効果は小さく、他方、レムチャバン港と工業団地

の着工延期がもたらしたコストが顕在化したため、

タイ政府の選択が適切であったとはいいがたい。

ただし、上記の論議は現時点で振り返ってみて

の話である。当時のタイ政府が直面していた状況

は（図－２）のように要約できよう。すなわち、経

済見通しには楽観的・悲観的の二つのケースがあ

り、東部臨海開発計画の進め方に種極的・消極的

の二通りの選択肢があった。これらの組み合わせ

のもたらす結果を要約すると図－２のマトリクス

になる。
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問題は、タイ経済がどうなるかについての予見

が不可能だったこと、いいかえれば､楽観･悲観の

二つのケースの確率分布が知られていなかったこ

とである。このような状況の下で､意思決定者（こ

の場合にはプレーム首相）は入手可能な情報から

確率分布を推定しようとするが、この時のプレー

ムにとって入手可能であった情報は、もっぱら世

界銀行と首相経済顧問ウィラポーン（Virabongsa

Ramangkura、のち蔵相、通貨危機直後に副首相）

の提示する「慎重な」経済見通しであったであろ

うから、悲観的なケースの確率が高く見積もられ

たことは自然ななりゆきであったろう。また、タ

イの伝統的なマクロ経済運営原理が「保守主義」

‘`)であったことを考慮し、意思決定の性格が、政

治的にきわめてデリケートであったことを考慮す

れば、「(最悪の被害を最小にする）ミニマックス

基準（MinimaxRegretCriteria)」が採用された

ことは十分理解できる。

したがって、経済回復が近いという説得的な

情報がえられなかった当時の状況では、実施延

期というタイ政府の選択を、その後判明した結

果に基づいて非難することは必ずしも適切でな

い。

３ＮＦＣの取り扱いの評価

ＮＦＣ肥料工場をめぐる問題の基本的な性格

は、プロジェクトの収益性あるいはフィージビ

リティーが、二つの外生変数（為替レートと肥

料国際市況）によって決定的に左右される構造

になっていたことである。肥料の国際市況の不

安定性は準備段階から認識されていたが、ド

ル・バーツ・円の間の為替レートの大幅な変動

は予想されていなかったことが問題を困難なも

のとした

東部臨海開発委員会が事実上NFCをあきらめ

たのは1986年10月であるが、それ以降の10年

について円・ドル為替レートと尿素肥料国際価

格の推移を見ると表一５のようになる。円高の

進展と肥料市況の不安定さが分かる。世界銀行

は1989年の尿素肥料国際価格をトン当たり１６３

ドルと予測していたが、実際の市況はその５割

近くに落ち込んだ。肥料生産が大きなリスクを

伴う事業であることが分かる。

この実勢数字に基づいてＮＦＣの収益性を概算

してみると、表－６のような結果がえられる。試

算では、主要な前提をフィージビリティ・スタデ

ィ（ＷＳ）と基本的に同じとした。1986年末に「事

業実施のゴーサイン」が出されたと仮定すると、

F/Sのスケジュールをスライドして1987年に建設

(図－２）1985年末にタイ政府が直面した選択

（経済予測１）

経済の低迷の持続

〔確率？〕

（経済予測２）

以前の成長軌道への回帰

〔確率？〕

東部臨海を予定

通り実施

(選択肢1）

東部臨海の実施

を延期

(選択肢2）

財政負担、対外償務負

担の増加（｢第二のう

イリピン｣）

国際競争力のある臨海

工業地帯の実現

直接投資の増加、経済

構造（輸出構造）の近

代化

財政負担、対外憤務負

担の軽減

インフラのポトルネッ

ク激化、バンコク首都

圏の生活・環境条件の

悪化、投資環境の悪化
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(表－５） 1987年以降の円・ドル・レートと

尿素肥料国際価格の推移

円（対１ドル）尿素肥料国際価格＊

(年平均レート）（解ﾎﾊﾞﾙｸ､トン当たりﾄﾞﾙ）

144.6１００ 

128.2１３２ 

１３８０８８ 

144.8157.5 

134.7151.5 

126.7144.5 

111.2１１５ 

102.2１８７ 

９４．１２２５ 

108.8188.5 

121.0105.5 

開始、1991年から商業生産開始となる。その場

合、円高による投資コストの上昇が減価償却費と

支払利息の増加を招き、コスト増加と収益の減少

につながった。他方、売上高は、肥料の国際市況

の変動に沿って上下した。市況の強かった1995年

前後は、売り上げ収入も増加し収益性にプラスの

影響を与えた。ただし、1997年には、市況が軟化

して赤字を計上せざるをえなかったであろう。こ

の試算によれば、ＲＯＩ（投資収益率）は若干のマ
イナスになる。

もとより、これは幾つかのラフな前提を設けて

の試算にすぎないので、えられた結論がどれほど

の意味を持つかについては慎重であるべきである

が、かりにNFC肥料工場の事業を計画通り実施

していたら、少なくとも1990年代に関する限り、

国際環境条件に恵まれず、かなりの苦しい経営状

態になったという大まかな姿は浮かんでくる。し

たがって、ＮＦＣに固執しなかったタイ政府の判断

は基本的に賢明であったといえよう。

1987 

1988 

1989 

1990 

1991 

1992 

1993 

1994 

1995 

1996 

1997 

(出所）経済企画庁「アジア経済1998｣、ERTECOlV
＊1990年まではFOB中東、1991年からはFOBインド
ネシア

(表－６）ＮＦＣの損益に関する試算

(単位：百万ドル）

投資残高（簿価）売上高 税引前利益 投資額

１５．８ 

202.3 

410.0 

154.8 

４２．５ 

師
閉
明
卯
則
犯
兜
拠
妬
恥
卯
均

四
四
四
四
四
四
四
四
四
四
四
平

170.6 

183.6 

162.7 

263.6 

316.3 

265.9 

149.0 

２
４
６
０
４
６
６
８
 

●
Ｃ
Ｄ
●
●
●
●
●
 

３
３
７
６
１
３
０
４
 

３
３
６
３
９
４
７
雪

。
。
『

巳

787.9 

750.4 

712.9 

675.4 

637.9 

600.4 

562.9 

675.4 

ROI＝（-4.8／675.4）×100-0.71％ 

(注）1987年から建設開始、1991年から商業生産開始と仮定（Ｆ／Ｓの前提スケジ
ュールをそのままスライド)。為替レートと尿素肥料国際価格の影響以外はＦ／Ｓ
の前提を採用。売上高は尿素肥料の国際市況に連動して増減するものと仮定。

Hosei University Repository



6７ 

策決定を牛耳る「政党主導」の体制に変質して、

腐敗の進行と政策の整合性の低下を招いてしまっ

た。官僚の独立性の源流はシャム王国の時代まで

遡るものであるが、とくに、強大な権力を握った

サリットが、プウオイ（PueyUngphakom、中央

銀行総裁）等の西欧で教育を受けたテクノクラー

ト・グループにマクロ経済運営に関する大幅な権

限を与えたことが重要な契機とされる４８１．

プレーム政権におけるテクノクラートの地位も、

かなり有効に政治的圧力から遮断されていたとい

える。1984年のバーツ切り下げが陸軍司令官の強

硬な反対を押し切って行われた事例は、タイ中央

銀行の独立性を示すと共に、プレームの傘によっ

てテクノクラートが守られていたことをも示唆して

いる。東部臨海開発計画をめぐる論争は基本的に

テクノクラート主導で行われたため、政治的利害

よりも経済合理性を中心とする論議になった。こ

れが適切な判断と決定の基盤を提供したといえよ

う。

（２）タイ独特のチェック.アンド・バランス

の仕組み

1985年当時のタイの政治社会では、幾つかの主

体（アクター）が、互いに連挽しながら相互に牽

制しあい、単独のアクターの独走に歯止めをかけ

るシステムが効果的に機能していた。主要なアク

ターとしては、軍部、政党、テクノクラート、財

界、マスメディアなどが挙げられようが、中でも

突出して強力であった軍部は、元陸軍司令官のプ

レームを首相に擁していたものの、必ずしも軍部

の利益代表としては行動しないプレームによって、

権益を制約されることも多く、プレームとその後

任であったアーティット陸軍司令官との間には激

しいせめぎ合いが続いていた。結果として失敗に

終わった1985年９月の陸軍のクーデターは、この

文脈で理解されている。結局、プレームがしのぎ

勝った形となってアーティットは退役となり、政

府は軍部の干渉からある程度開放されたが、もは

や現役軍人でないプレームにとって、常に軍部の

動向に細心の注意をはらう必要があった。

タイの政界は伝統的に小党分立で、連立政権が

日常化していた。1985年頃の第４次プレーム内閣

も５党による連立であったが、互いに牽制しあっ

て－つの党から首相を出すことができず、国会に

Ⅵ結論と政策インプリケーション

1980年代半ばのタイ政府は、経済の停滞と不安

定な国際環境の下で難しい政策運営を迫られてい

た。本稿では、当時の（そして現在に至るまでの）

タイの最大の開発プロジェクトである東部臨海開

発計画を事例として、タイ政府が、時には重要な

ドナーである世界銀行や日本政府の意向に反して

でも、基本的に適切な選択を行ったことを見てき

た。これは、途卜同側の主体的な意思決定が内発

的発展の成果と援助の効果をもたらした貴重な事

例である。それでは、なぜタイ政府が適切な選択

を行うことができたのだろうか。これが最終章の

課題である。

１タイ政府の“成功の本質,’

東部臨海開発計画の変遷のレビューから、タイ

政府の適切な対応を可能にした四つの要因が見い

だされる。「テクノクラートの一定水準の能力と政

治からの独立性」「タイの独特のチェック・アン

ド・バランス（checksandbalabces）の仕組み」

｢開発主義体制としてのプレーム政権の特質」そ

して「マスメディアの介在が生んだ“意図せざる

透明でオープンな政治過程,,」である。以下で、

それぞれについて検討したい。

（１）テクノクラートの一定水準の能力と政治

からの独立性

1958年のクーデターによって政権を掌握したサ

リット首相が、いくつかの新機軸の導入を含む官

僚体制の整備によってタイ経済を活性化したこと

は広く知られている。この時、サリットの開発主

義体制ｲ７１のキーワードである「開発」の達成のた

めに整備されたテクノクラート体制（大蔵省、

ＮＥＳＤＢ、中央銀行、首相府予算局など）は、

1980年代に円熟期を迎えており、ソンマイ蔵相や

スノーNESDB長官に代表されるように、若い時

からテクノクラートとして育てられた経験豊かな

人材が揃って、枢要なポストを占めていた。

タイのテクノクラート体制の重要な特徴の一つ

は、途上国としては例外的に、政治の干渉からの

独立性を維持できたことである。ただし、この特

徴は1990年代に入る頃から急速に失われ、地方出

身で地元への利益誘導にたけた政治ボスたちが政

Hosei University Repository



鵬

識Hi1iを持たないプレームに首ｲ;１１を要請したのであ

る。このような状況で、各党は政局をリードする

イニシアティブはとれなかった代わりに、政権の

安定を「人質」にとって、他の政党に対して、あ

るいはプレームに対して、日分たちの主振を通す

ための－－種の「lli否権」を発吻することはIIJ能で

あった.19)から、村'1旨|も常に各党の有力政治家たち

の動向に配慮する必要があった。

このようにして、幾つかのアクターが互いに影

辨力を共有しながら相互索IIil1を続けていた結采、

前向きの強力な推進力も生まれない代わり、他の

多くの途上国のように、一握りの強力なグループ

が鑑定して経済を破綻させる１１能性も少なかった。

この状況の下で、プレームは卓越した「バランサ

ー」としての能力を発揮して、東部臨海開発計画

の事例に見るように、相互蕊Ilillの仕組みを巧みに

自らの望む方向に誘導していたといえよう。

特定の勢力が過剰に自らの影紳力を行使しよう

とする意図を防ぐために、つまりチェック.アン

ド・バランスをIj的として、多くの国々が三,朧分

立の制度を導入した。タイはiJli欧諸IZlのような発

達した三権分立の制度を持ってはいなかったが、

1980年代には、それに代わる独特のチェック.ア

ンド・バランスのⅡ:組みが効采的に機能しており、

その仕組みが東部'１$；海問題の妥､11な決着を'１J能に

したことを強調したい。

（３）開発主義体制としてのプレーム政権の特質

プレームは1920年の生まれで、１歳下のスハル

ト、３歳下のリー・クアン・ユー、５歳下のマハテ

ィールなどと同年代であるが、Ｉ)１N１発主義体ＩＩｉＵのリ

ーダーであったという点でも彼らと共通している。

タイのＩｊＭ発主義休llillはサリットによって1960ｲｌ２ｌｉｉ

後に椛築されたが、プレームは、サリットの柵い

た櫛lx1を高い完成度に仕上げる役割をはたした

｢タイｿl1IjlM発主我休Ilillの完成樹｜といえる。

プレームは陸filXII1身で'11会に議席を持たず、

1988年８月の引退の際に行われたテレビ演説で彼

が述べたように、砺蛎的あるいは政治外交､りなテ

ーマではなく経洛発膿、より具体的には「腱村地

帯に住む人々の貧ljil緩和」の達成によって政1寵の

正統性を主張しようとし50】、テクノクラート・グ

ループにマクロ経済運営の椎|u(を大|偏に委縦して、

彼らを政治的)|ﾐﾉﾉから保護しようとした点で、｜〕Ⅱ

発主義体(Iiljの指導者としての特徴を十分に備えて

いる。ただ、彼は、同IIf化のスハルトやリーク

アン・ユーやマハティールと異なり、また直接の

光飛であるサリットとも異なり、ほとんど強力な

カリスマを感じさせないlfi導者であった。また、

彼は特定の強ﾉJな政治A蝋（たとえばスハルトに

とっての「ゴルカル｣）を作ることに熱心でなかっ

た。彼の持戒はあくまでも“老練なバランサー､’

であり‘1:IRlliの忠実な(１１１l近”であった。ただ、こ

れは、政治家としてのプレームの非力を意味する

ものではない。彼は1988ｲﾄﾞに余力を残して引退し

た後、現在にいたるまでタイの政治社会に強い影

靭ﾉJと信望を維持しており、1997年の通貨危機発

生の際にも、IIX密顧問官となっているプレームに

111:態収拾の役ilillを期待する声が高まった５１)ほどで

ある。権威主繼体制の指導櫛が最高権力を手放し

てりＩ返した後の姿としては例外的な安泰度であり、

プレームの持ち味である「兇迪しの良さ」が発揮
されているといえよう。

火部臨海１%|発iil･画に関する論議が過熱しかかっ

た際に、タイが極めてバランス感覚の陵れた指導

者を持っていたこと、プレームが異なる立場の双

方の意見に公平にねばり強く耳を傾けたことが、

適切な意思決定を導く上で砥要な意Ⅲ|《を持ったの

である52)。

（４）マスメディアの介在が生んだ“意図せざ

る透明でオープンな，，政治過程

水稲にlIMらかなように、他の多くの途｣i国の大

lIqプロジェクトに見られなＭ〔部臨海開発計画の

特徴は、論争をめぐる豊樹な新聞情報の存在であ

る。とくにタイ政府の関係肴によるリークが重要

な節目でユニークかつ重要な役割をはたした。た

とえば、1985年のハーマンズ11t銀バンコク所長の

１１ﾄﾞ筒に関する報道は、明らかにタイ政府|ﾉﾘ部から

のリークに』鴫づくものである。新聞報逝の洪水に

よって、この近要テーマについて何が争点になっ

ており、誰がどのように主張しており、タイ政府

によってどのような決定が下されたのかが世間に

Ⅲ1らかになった。

数ある報道の｢'１には、客観性を欠く意IjW的なも

の、事実に基づかない不正脈なものも見られなか

ったわけではないが（いうまでもなく、これはタイ

だけの現象ではない)、論i雛が多くの人々の注視
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商工会議所編「タイ国経済概況」1986-87年版、

ｐp125.126） 

3）1973年を100とするタイの対外交易条件は、

1981年に５１に低下していた。（WarrRand

BhanupongN.,T1hailandbMacmeconomjbMhla‐ 

cIeStabﾉeAdiuslmentandSustamedgmwth， 

KualaLumpur，OxfbrdUniversityPress,l996 

p43） 

4）下村恭民、“タイのマクロ経済，'、大蔵省財政金

融研究所編「ＡＳＥＡＮ４の金融と財政の歩み

－経済発展と通貨危機」1998年、ｐ,378

5）WorldＢａｎｋ(1986),TYjaiAmd:Gmwth耐thSta‐

ＭｉｌｙＡＣｈａﾉﾉengBjbrtheS次[ｈｐ１ａｎＰｅＩﾌﾞodA

CbuntryEmnomjbREpo範WashmgtonD.C,,The

WOrldBank,Volumel,pjii 

6）1981年には約10パーセント、1984年には１４．７

パーセント。これ以後、1997年まで、タイでは平

価切り下げは行われなかった。

DonerR・andAnekL.(1994),ⅡThailand:EconorT十

icandPoliticalGradualismⅡ,ｍＨａｇｇａｒｄＳａｎｄＳ、

Webｂ(eds.),Vbb)ZgjbrRPiblmDemocmcyiPbHf 

jbaILiberHIjZa〃on,andEmnomjbAdmStmenL

NewYork,OxfbrdUniversityPress,ｐ423 

7）他にＳＡＬの成功例として挙げられたのは､韓国、

モーリシャス、チリ、およびガーナであった。WoIld

Bank(1990)opcitp20 

8）WorldＢａｎｋ(1986),opcitp4 

9）T7ieAkmDn,Novemberl4,1985 

10）BangkokPDS4November20,1985 

11）mejVa亙り､,Nolcmber21,1985

12）nliejVa1hion,November22,1985 

13）nhejVatiDn,November21,1985 

14）WarrenW.（1997),PrFmTYnsulanondaSmL 

dier＆Statesman，Bangkok，Ｍ､LTIidosyuth 

DevakuLpp､25-38 

15）mejVati0n,November28,1985 

16）ｍｅＮｍｂｎ,November28,1985 

17）EhejVation,December2,1985 

18）WorldＢａｎｋ(1986)opcitppl32-138 

19）ＷＯｒｌｄＢａｎｋ(1986)opcitpl39 

20）WorldＢａｎｋ(1986)opcitpl36 

21）PaisalS（1986),l1Ontheeastemfrontn1ai‐ 

landdecidesonacontroversialdevelopment 

する中で行われたというプラス面があったことは否

定できない。これによって、東部臨海開発計画に

ついての論議の細部がオープンなものになり、そ

の結果、論議の質が向上し、政策決定者もうかつ

な決定ができなくなったからである。マスメディア

へのリークは、東部臨海開発計画に限らず、当時

のタイではしばしば見られた現象であるが、リー

クする側の意図がどこにあるかはともかく、それ

によって、隠されていた情報が表に出された結果

として“透明でオープンな,,政策論議が可能にな

った点は見逃せない。

東部臨海開発計画の経験が示しているのは、途

上国が主体性をもった的確な意思決定を行う上で、

行政制度の発達やテクノクラートの能力だけでな

く、その国の固有の社会的・文化的特徴を生かし

たチェック．アンド・バランスの仕組みや、関係

者による（実質的に）公開のプレイン．ストーミ

ングなどが、非常に効果的であったという点であ

る。そして、この当時のタイで、こうした要素が

有効に機能できたのは、かなりの程度自由な選挙

と自由な報道があった53)からといえよう。これが、

プレーム政権のような「民主的な開発主義体制」

の持つ重要な意義なのであり、1980年代のタイか

らの中心メッセージなのである。

注

l）本稿は、海外経済協力基金（現国際協力銀行）

の「東部臨海開発計画総合評価」の一環として、

筆者が執筆した「タイ東部臨海開発計画の変遷

とその意味」に加筆・改訂したものである。本稿

執筆にあたり、海外経済協力基金の多くの方々、

とくに有賀弘倫、有賀賢一、PatcharinPhan‐

nanukulの各氏から貴重な資料提供と有益な示唆

をいただいた。記して感謝したい。
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